
◎鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成 14年法律第 88 号）（抜粋） 

 

（鳥獣保護管理事業計画） 

 

第四条 都道府県知事は、基本指針に即して、当該都道府県知事が行う鳥獣保護管理事

業の実施に関する計画（以下「鳥獣保護管理事業計画」という。）を定めるものとす

る。 

２～３ 省略 

４ 都道府県知事は、鳥獣保護管理事業計画を定め、又はこれを変更しようとするとき

は、あらかじめ、自然環境保全法（昭和四十七年法律第八十五号）第五十一条の規定

により置かれる審議会その他の合議制の機関（以下「合議制機関」という。）の意見

を聴かなければならない。 

 

（第一種特定鳥獣保護計画） 

第七条 都道府県知事は、当該都道府県の区域内において、その生息数が著しく減少

し、又はその生息地の範囲が縮小している鳥獣（希少鳥獣を除く。）がある場合にお

いて、当該鳥獣の生息の状況その他の事情を勘案して当該鳥獣の保護を図るため特に

必要があると認めるときは、当該鳥獣（以下「第一種特定鳥獣」という。）の保護に

関する計画（以下「第一種特定鳥獣保護計画」という。）を定めることができる。 

２～４ 省略 

５ 都道府県知事は、第一種特定鳥獣保護計画を定め、又はこれを変更しようとするとき

は、あらかじめ、利害関係人の意見を聴かなければならない。 

 

（対象狩猟鳥獣の捕獲等の禁止又は制限） 

第十二条 環境大臣は、国際的又は全国的に特に保護を図る必要があると認める対象狩

猟鳥獣がある場合には、次に掲げる禁止又は制限をすることができる。 

一 区域又は期間を定めて当該対象狩猟鳥獣の捕獲等を禁止すること。 

二 区域又は期間を定めて当該対象狩猟鳥獣の捕獲等の数を制限すること。 

三 当該対象狩猟鳥獣の保護に支障を及ぼすものとして禁止すべき猟法を定めてこれ

により捕獲等をすることを禁止すること。 

２ 都道府県知事は、当該都道府県の区域内において特に保護を図る必要があると認め

る対象狩猟鳥獣がある場合には、前項の禁止又は制限に加え、同項各号に掲げる禁止

又は制限をすることができる。 

３ 省略 

４ 都道府県知事は、第二項の禁止若しくは制限若しくは前項の制限をし、又はこれら

を変更しようとするときは、環境大臣に届けなければならない。 

５ 省略 

６ 第二条第十項の規定は第一項の規定による禁止若しくは制限又は第三項の規定によ
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り環境大臣がする制限について、第四条第四項及び第七条第五項の規定は第二項の規

定による禁止若しくは制限又は第三項の規定により都道府県知事がする制限について

準用する。 

 

（第二種特定鳥獣に係る特例） 

第十四条 都道府県知事は、第二種特定鳥獣が狩猟鳥獣である場合において、当該第二

種特定鳥獣に係る第二種特定鳥獣管理計画の達成を図るため特に必要があると認める

ときは、第三十四条第一項の規定により指定した休猟区の全部又は一部について、当

該第二種特定鳥獣に関し、捕獲等をすることができる区域を指定することができる。 

２ 都道府県知事は、第二種特定鳥獣が狩猟鳥獣であり、かつ、その狩猟期間が第十一

条第二項の規定により限定されている場合において、当該第二種特定鳥獣に係る第二

種特定鳥獣管理計画の達成を図るため特に必要があると認めるときは、当該狩猟期間

の範囲内で、当該第二種特定鳥獣に関し、同項の規定により限定された期間を延長す

ることができる。 

３ 都道府県知事は、第二種特定鳥獣が狩猟鳥獣である場合において、当該第二種特定鳥

獣に係る第二種特定鳥獣管理計画の達成を図るため特に必要があると認めるときは、

当該都道府県の区域内で、環境大臣が当該第二種特定鳥獣に関し行う第十二条第一項

の規定による禁止又は制限の全部又は一部を解除することができる。 

４ 第四条第四項、第七条第五項及び第十二条第四項の規定は第二項の規定による期間

の延長及び前項の規定による禁止又は制限の解除について、同条第五項の規定は前項

の規定による禁止又は制限の解除について、第三十四条第三項及び第四項の規定は第

一項の規定による区域の指定について準用する。この場合において、同条第三項中

「その旨並びにその名称、区域及び存続期間」とあるのは「その旨並びに区域及び存

続期間」と、同条第四項中「前項の規定による公示」とあるのは「第十四条第四項に

おいて読み替えて準用する前項の規定による公示」と読み替えるものとする。 

 

 

◎鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施行規則 

（平成14年環境省令第28号）（抜粋） 

 

（捕獲等をする期間） 

第九条 法第十一条第二項の環境大臣が定める捕獲等をする期間は、次の表の上欄に掲げる

区域ごとに、それぞれ同表の下欄に定める期間とする。 

 北海道の区域 毎年十月一日から翌年一月三十一日まで（猟区の区域内においては、

毎年九月十五日から翌年二月末日まで） 

 

 


